
地方消費者行政の充実・強化を求める意見書

平成２１年９月に消費者庁及び消費者委員会が発足し、国民目線に立った行政

の実現に向け、その第一歩が踏み出された。今後、消費者が全国どこでも消費生

活相談を受けることができ、消費者の安全・安心を確保する体制が確立できるよ

う、国及び地方自治体は万全を期していかなければならない。

政府の平成２０年度補正予算により、「地方消費者行政活性化基金」が各都道

府県に造成された。地方自治体は、地方消費者行政強化のための「集中育成・強

化期間」とされる平成２３年度まで基金を利用した事業を行うことができること

となった。

しかし、平成２４年度以降の国の財政的支援が担保されていないため、市町村

では基盤整備に二の足を踏み、消費生活相談窓口の設置がなかなか進まないとい

う状況がみられる。また、基金の使途にも、年度ごとに取り崩し限度額があるこ

とや、相談員の人件費に直接充当できない等の問題があり、これを地方自治体に

とってより使い勝手のよいものにすべきである。

よって、国におかれては、次の事項について、格別の措置を講じられるよう

強く要望する。

１ 地方消費者行政活性化基金が地方自治体にとって使い勝手のよいものになる

よう、地方自治体の意見を踏まえ、「地方消費者行政活性化交付金交付要綱」

の改善を図ること。

２ 平成２３年度末までの「集中育成・強化期間」後の国の支援のあり方につい

て、地方自治体など関係者の意見も踏まえ早急に検討を行い、必要な措置をと

ること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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